
実績・能力評価主義の陥穿  

住田  潮  

多くの日本企業が労使協調路線に基礎を置く年功序列型終身雇用体系を離れ，実績・能力評価制度の導入に踏み切っ  

ている．本稿では，人材育成・人事管理の新制度創出に際して理解しておくべき「評価すること・されること」の本質  

的な構造を明らかにした上で，アメリカ・日本の社会システムの比較検討を基礎に，日本企業における人材育成・人事  

管理の課題について考察を深め，主要な問題点を明らかにする．また，人事評価制度は社会システム全体と補完的な関  

係にあり，これを無視することは得策ではないことを踏まえた上で，新制度創出に向けた具体的提案を行う．  
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越すから，評価する側の経験も否応なく積み重ねて釆  

た．学生の試験を採点した－），成績を評価した－）する  

ことは日常的に行っているし，また採用候補者の評価  

や同僚・後輩の業績・昇進評価も，どこかで「権力の  

匂い」を感じて嫌だなぁと思いつつ，厳しい意見を述  

べたりもしてきた．落ち着いて考えて見ると，生きる  

こととは他者に評佃されまた他者を評価することの連  

なりであり，そのつど，傷ついたり，居心地の悪さを  

抱えつつも喜んだりして生きてきたように思える．   

この評価にまつわるある種の疎外感は，交換価値と  

使用価値という佃値の二重構造に隠された深い濃から  

発生するという点で本質的である．交換価値とは，モ  

ノやサービスに対する総体的な需要と供給の関係に基  

づき，市場によって価格として決定される価値である．  

使用価値とは，モノを使用したリサービスを享受した  

りする主体が個別的に判断する価値である．おじいさ  

んの形見の時計の市場価格が1万円であったとしても，  

当人は費用を厭わず失くしたその時計を見つけ出した  

いと思うかも知れない．逆に，市場価格が100万円で  

あったとしても，ある人にとっては全く意味のないも  

のである場合もある．ミクロ経済学では，取り扱いの  

難しい使剛剛直を効用に関する公理系に封じ込め，市  

場に現出する消費行動の結果のみに立脚して経済現象  

を解明するという立場を採る．したがって，交換価値  

を中心に，あらゆる財の間での代替性を前提として体  

系が組み立てられることになる．この方法は，市場メ  

カニズムを通して経済システムを把握するには有効で  

あるかもしれないが，個人が抱える交換価値と使用価  

値の落差が消え去るわけではない．   

評価をする際には，人はいつでも交換価値の視点か  

ら対象を見据えている．言い換えると，評価対象者を  
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1．はじめに一評価すること・されるこ  

と一  

本稿の目的は，アメリカ・日本の社会システムの比  

較検討を基礎に，日本企業における人材育成・人事管  

理の課題について考察を深め，主要な問題点を明らか  

にすることにある．本論に入る前に，「評価する」こ  

とや「評価される」ことの本質的な構造に関する以下  

の四つの点について触れておきたい．  

（1）評価を巡って，する側とされる側に組靡が生じ  

ることを避けることはできない  

（2）評価の判断を下す行為には，常に権力行使の側  

面が隠されている  

（3）人は誰でも，与えられた評価制度の下で最大の  

評価を得るべく行動する  

（4）評価制度は，社会システム全体と補完的である   

まず，最初の問題について考えてみよう．これまで  

の人生を振り返ってみると，「他者を評価する」ある  

いは「他者に評価される」という経験には，いつも何  

かしらの悲哀感が付きまとっているように思われる．  

遥か昔の小学生時代，先生から通知表を受け取り，ち  

らっと目を走らせて，あぁやっぱりとがっかi）する．  

試験に失敗して，実力のなさを思い知らされる．友人  

が自分についてとんでもない誤解をしていることを知  

り，愕然とする．上司の評価に納得のできない思いを  

抱く．恋人から，ある日，突然，嫌われたりもする．  

偶に褒められることがあっても，どこかで胡散臭いと  

感じている自分に気付く．教鞭を執り始めて20年を  
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含むある人間母集団を措定した上で初めて評価は可能  

となる．評価対象者の能力は，その人間母集団の中で  

相対的にどのような位置を占めるのか．その人を失っ  

た場合に，自分あるいは組織はどの程度の痛手を被り，  

どのような形で代替が可能であるのか．意識すると否  

とにかかわらず，多くの場合，評価することの裏側に  

は，失った場合に代替可能となる対象との比較検討が  

隠されている．比較検討に際しては，数値化されるか  

否かを問わず，必ず限定的かつ有限な基準尺度を想定  

しており，その意味で評価は常に部分的かつ射影的で  

ある．一方，評価される側は，唯一無二の自己の身体  

的存在を中心に据えて評価を受け入れており，その妥  

当性を判断するに際し，自らの労働や時間に対する使  

用価値に基礎を置く．したがって，評価を巡って，す  

る側とされる側に齢腐が生じることを避けることはで  

きない．評価を制度化し組織を円滑かつ効率的に機能  

させるためには，この落差を前提として深く考える必  

要がある．評価が常に部分的かつ射影的であることを  

認識した上で，評価制度の思想的根拠（すなわち，そ  

れによって何を達成したいのか，達成されたか否かは  

何によって測られるのか）に閲し，評価する側とされ  

る側があらゆる機会を通して共通理解を醸成する必要  

がある．   

評価の制度化に際して考えるべき第二の課題は，  

「評価の判断を下す行為には，常に権力行使の側面が  

隠されてし、る」という事実にある．特定の人間母集団  

の中で評価対象者を捉え，交換価値を基礎に比較検討  

し，評価の判断を下すためには，評価者の視線が僻目敢  

的な高さを持つ必要がある．そうとは意識せずとも，  

「神の視線」に近づくことになる．神のような全能性  

を持たないにもかかわらず，神の視線に近い場所から  

判断を下すことは，権力の本質に深く繋がっている．  

良き評佃者は，この事実に常に自覚的であろうとする．  

自らを棚上げして評価することを避けるため，可能な  

限りの想像力を働かせて評価対象者の立場に自己を据  

え，与える評価に対置させて自分はどうなのか，何を  

なせるのかと問う．しかし，すべての評価者が良心的  

であるわけではない．評価の制度化に際しては，起こ  

り得る悪意的な評価権限の濫用に対する備えを確固と  

したものにする必要がある．   

日本の生産現場においては，作業標準，技術標準等，  

様々な標準を厳格に遵守して品質を保証する一方，現  

場で働く人間が不都合を感じれば，QCサークル活動  

を通して自由に議論し，改善へ向けた仮説を実験によ  
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って検証し，最終的には標準そのものを変えていくと  

いう組織的学習能力を確立している．そこではチーム  

ワークが重視され，個人的な貢献が個別的に顕彰され  

ることはまれである．改善を実現した人々がその現場  

を離れても，成果が組織に定着するような貢献のみが  

評価される．一方，モノやサービスを顧客に提供し売  

り上げを実現する営業活動においては，営業担当者の  

間で数値目標に基づく激しい競争が展開され，情報や  

ノウハウの共有化は生産現場に比較して格段に難しい．  

この事実は，評佃制度に関して留意すべき第三の課題  

を示唆する．すなわち，「人は誰でも与えられた評価  

制度の下で最大の評佃を得るべく行動する」のであり，  

その結果に対して評価する側が責任を持てるような制  

度化を実現することが重要となる．評価制度は組織メ  

ンバの行動を深いところで規定してしまう「怖さ」を  

持っており，評価制度の変化に伴う行動の変化を完全  

に予測することは不可能であることを十分に認識し，  

柔軟な対応を可能とするような制度的工夫を忘れない  

ことが重要である．   

最後に，評価制度は社会システム全体と補完的であ  

ることに注意を促しておこう．教育の本質は，教育の  

受け手が社会に出た際に，よト）多くの選択肢を持ち，  

自らが望む方向でより豊かな人生を選び取れるよう準  

備することにある．したがって，歴史・文化・宗教的  

側面をも含めて，ある社会システムにおいて一般的に  

好ましいと思われる人物像は，その社会システムにお  

ける教育を本質的に規定する．言い換えると，組織は，  

需要側の立場で選別・雇用することを通して好ましい  

人物像を提示し，教育システムの輩出する人材が活躍  

することによって組織的競争力を得る．同時に，社会  

システムそのものも，好ましいと思われる人材が活躍  

しやすいような形へと変容し進化する．この相互作用  

によって，組織内部の評価制度は，社会システムの本  

質と完全に独立ではあり得ない．日本型あるいはアメ  

リカ型の評価制度は，それぞれが独自の歴史・文化的  

な背景を持っているのであり，局所的な判断でアメリ  

カ型の評価制度を接木することには大きな危険が伴う．  

アメリカ的実績・能力評価主義の盲目的導入は，企業  

文化を基盤から破壊する可能性を秘めている．本論の  

一番の目的は，まさしくこの危険を構造的に明らかに  

し，その陥奔に族ることなく日本企業が創出すべき  

21世紀の評価制度の方向性を指し示すことにある．  
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多様化させ，情報，流通，人材斡旋などの分野を既存  

の大手企業群とは独立的に成熟化させた．また，この  

伝統は，ベンチャー・ビジネスの強固な基盤を生成す  

ることに大きな役割を果たしてきた．   

しかし，アメリカの直接金融に依拠する市場主義が，  

すべての問題を解決しているわけではない．主として，  

問題は二つある．一つの問題は，組織的学習能力の開  

発が制度的に妨げられることにある．全員参加型の  

QCサークル的な活動を通してコスト削減の方策が生  

み出されれば，貢献した人々がその成果によって不要  

となり解雇されてしまうということが市場主義の世界  

では起こり得る．そのような状況の下で，自らの解雇  

を促す活動に参加する人間はいない．また，ホワイ  

ト・カラー層にしても，他者に抜きん出る能力を有す  

ることこそが人材市場での競争力を決めるのであり，  

自己の成果を他人と共有し組織に定着させることは当  

人の市場価値を相対的に下げることになるため，真の  

チームワークは育ち難い．アメリカの産業史を見ると，  

家電でも半導体でも，企業の競争力が一握りの人材の  

貢献によって生み出される場合には常に強力な競争力  

を発揮するが，産業が成熟し大量生産技術が競争力の  

中核になると弱体化する特徴が顕著である．この間題  

は，制度に内在する本質的問題であり，21世紀のア  

メリカにその解決を迫ることになるであろう．   

もう一つの問題は，人的資源をも完全に代替可能な  

要素とみなす市場型競争システムにおける中・下層階  

級の問題である．人材市場で競争力を持たないブル  

ー・カラー層が自らを守る手段として組合を形成する  

ため伝統的に組合が強固であり，労使協調が難しい経  

営環境は制度的本質に根差している．最近では，経済  

好調にもかかわらず組合は弱体化し，国民の上から5  

分の1の富裕層の年収が増加する一方，それ以外の層  

の年収は減少する傾向が続いている．こうした貧富の  

差の拡大は，医療制度，麻薬，ホームレス，銃等の社  

会問題に深く繋がっている．シカゴ学派は，自由主義  

市場経済を維持するための社会的費用であると言い切  

るが，本当にそうであろうか．強者にとっては素晴し  

いが弱者にとっては極めて厳しい競争型社会システム  

は，世界からの人材・資本の流入によって支えられて  

おり，この構造は世界に経済格差が存在するからこそ  

可能なものである．50年，100年の射程で考えれば世  

界経済が均質化の方向へ進むのは確実であり，アメリ  

カへの一極集中的な人材・資本の流入が止まった際に，  

なお市場での優勝劣敗によって社会的な資源配分を決  
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2．アメリカ社会システムの本質と評価制  

度  

金融システムの本義は，薄く散在する民間の遊休資  

本を集中化して産業資本に転化することにある．企業  

が資本市場を通して直接的に投資家から資金を調達す  

るパイプを直接金融と呼び，消費者の預貯金を集積す  

る銀行から融資の形で資金を得るパイプを間接金融と  

呼ぶ．アメリカと日本の高度資本主義の最も本質的な  

差異は，この金融システムの違いに見出される．  

アメリカは，世代から世代へ様々な民族が移民とし  

て参入する歴史の中で，直接金融を基礎とする透明度  

の高い市場型社会システムを創F）上げてきた．企業資  

r＼ 本は・原則として株式や社債の発行を通して投資家か  

ら直接的に調達され，したがって，株主主導の企業経  

営が徹底している．株主利益は基本的には株価に集約  

されるため，短期的に株価の上昇を志向することが経  

営の最重要課題となる．注意すべきことは，アメリカ  

では社会システム全体が「企業の所有者は株主であ  

る」という前提で機能しているのであり，経営の最優  

先目標は株主利益の最大化にあるという原則は，経営  

者個人の資質に帰する問題ではないということである．  

こうしたオープン型社会システムの最大の強みは，誰  

もが参加し得る国際性を内包している点にある．世界  

中から人材・資本を吸収することでダイナミックな活  

力を生み出し，激烈な市場競争が必然的に消費者優先  

型の経済構造を創り上げてきた．   

アメリカの市場型社会システムのもう一つの特徴は，  

市場の変化に対して株主利益最大化の観点から素早く  

柔軟に経営上の対応を採れるよう，可能な限り不変資  

本を可変資本化する経営を行ってきたことにある．固  

定資産あるいは固定習用は，資金が縛られるという意  

味で経営の自由度を減少させる．競争に打ち勝つため  

には市場の変化に機敏に対応することが重要であり，  

業績によって増減可能な変勤資産あるいは変動費用へ  

の移行が図られてきた．雇用は基本的に短期型であり，  

業績が上昇しビジネスが拡大すれば増員し，逆に下  

降・縮小すればレイオフする．大規模設備投資も不要  

となれば即座に売却し，減佃償却を終えることに固執  

しない．また，資材の調達から生産・配送，さらに人  

的資源の獲得・管理まで，それぞれの市場を見据えな  

がら行動し，自社よりも効率的であれば外部企業に業  

務を委託するアウトソーシングが当然の選択肢として  

考慮される．こうした実践がサービス産業を加速的に  
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割く必要がないとし、う理由による．もちろん，直属上  

司の判断を機軸に内部評価は行われるが，解雇に際し  

て発生するかもしれない訴言公対策として資料を固めて  

置く色彩が濃く ，人材価値は市場における交換価値と  

いう基準が最終的な判断の拠り所である．   

アメリカ社会における競争原理に基づく能力・実績  

評価主義に関して，いくつかの点で留意する必要があ  

る．まず，第一に，そうした評価制度が社会システム  

全体に支えられているという点が挙げられる．市場を  

介在させる形で人事管理を行うためには，人材市場を  

円滑に機能させる成熟した人材サービス産業の存在が  

不可欠である．アメリカの人材サービス企業は，一般  

勤労者層から経営トップ人材まで，就職・転職希望者  

と企業の両面で，関連する情報蓄積の豊富さによって  

競争している．斡旋がうまくいった場合には，サービ  

ス料は雇用した企業から受領し，採用された個人から  

は徴収しないのが普通である．ニューヨークに住むの  

にも飽きたからカリフオルニアに行こうかと思い立て  

ば，希望職種，希望年収，希望勤務地城等を人材サー  

ビス企業に登録する．実力さえあれば，2週間程度で  

車云職することも可能である．また，アメリカの多くの  

大手企業では，人事管理において毎年10％入替原則  

を適用している．これは，毎年，内部評価で下位  

10％の人間を必ず解雇し，市場から代替人材を得るこ  

とで入れ替えるというものである．内部で競争原理を  

より厳しく機能させると同時に，市場でより良い代替  

人材を得れば，年々，人材の質が底上げされていくと  

いう考え方であるが，成熟した人材サービス産業の存  

在なくしては実現不可能である．   

アメリカにおける競争的評価制度が社会システムと  

補完的であるという点に関しては，さらに，「評価は  

常に限定的であり人間存在そのものを全的に判断する  

ものではない」という事実を受け入れる社会的規範の  

存在も重要である．市場競争における敗北はその人の  

全面的な否定を意味せず，異なる市場を選んで再び競  

争を挑んだり，力を付け直して再挑戦したりすること  

に社会的制裁が加えられる心配はない．法律的には，  

むしろ，そうした再挑戦の権利が守られている．厳し  

い競争原理は，こうした社会的柔軟性によって支えら  

れている．   

第二に留意すべき点は，そうした評価制度は常に微  

分的になるということである．過去の貢献を含む全体  

的な評価が行われることは少なく，現在，何ができる  

か，人材市場に出て転職する可能性はあるか，市場に  

オペレーションズ・リサーチ   

図1アメリカ社会における組織管理の本質  

左する競争型社会システムを安定的に維持し得るのか  

否かは，問うに値する問題と思われる．   

上述した特徴を持つアメリカ社会システムは，それ  

に適合した組織管理の基盤を醸成してきた．その本質  

を簡潔にまとめると，図1に示すように，（1）プロフ  

ェッショナルによる分業体制の確立，（2）分業間のイ  

ンターフェイスのスムーズ化，（3）マネジメントによ  

る有機的な統合化，という3点を挙げることができる．  

事業の好転・悪化の波に応じて人材を市場に放出した  

り調達したi）する環境においては人の出入りは激しく，  

組織効率が属人的要素に左右されるような組織運営は  

避ける必要がある．したがって，責任・権限・情報管  

理の構造が明示的に示される形で部署ごとに分業体制  

を組み，誰がリーダになっても誰が部下になっても基  

本的にその部署の効率がある範囲に収まるような組織  

運営を行うことになる．その上で，組織全体の目的を  

達成するために，分業間のインタフェイスをスムーズ  

にし，有機的な統合を図ることがマネジメントの重要  

な機能となる．   

以上の特徴を持つアメリカ競争社会においては，よ  

り高い地位とより高い収入を目指す競争は組織内部に  

留まることなく，市場を介在させて開かれた形で展開  

する．したがって，評価の問題は，交換価値を機軸と  

して本質的に単純なものとなる．ある組織にとっての  

ある人間の価値とは，その人間の仕事を代替できる人  

材の市場価値によって決まる．例えば，アメリカ企業  

で昇給を勝ち取る最短の道は，他企業から高額オファ  

ーを獲得することである．企業がその人の仕事振りを  

認め必要不可欠な人材と判断すれば，代替費用の推定  

値を上限として，より魅力的なカウンタ・オファーを  

提示する．そうでない場合は，どうぞお辞め下さいと  

いうことになる．アメリカ企業の人事部は，日本企業  

のそれに比べて小規模であることが多いが，それは人  

事部の主要機能が人材サービス企業を通して市場にア  

クセスすることにあり，内部で人材育成・開発に力を  
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広い視野の中で企業経営を行うことを可能とした．さ  

らに，ジャスト・イン・タイムに象徴されるチームワ  

ーク中心の優れた経営方式をも生み出した．また，多  

くの中′ト企業が低コスト競争力から付加価値型技術競  

争力へと脱皮する時間的余裕を持てたことも，間接金  

融に負うところが大きい．   

他方，こうした土壌は「何でも自前主義」を助長し，  

生産者主導型経済を強化し，サービス産業を既存の企  

業群の外部に独立的に育てることなく系列や多角経営  

の成熟化の中に取り込んだ．この縦割り型サービス・  

システムの並列は，個々のシステムがいかに優れたも  

のであっても，社会的には冗長的である．各社が自前  

の新幹線網や高速道路網を持つとすれば，誰でも，そ  

の社会的無駄を笑うに違いない．しかし，情報や流通  

の分野で日本はそれと同じことをしているのであり，  

最終的には高品質のサービスと引き換えに価格に転化  

され，内外価格差の一要因となっていることは否めな  

い．金融，情事乱 入材，物流等のサービス産業を，独  

立した国際競争力を持つものへといかに素早く育て得  

るかという問題は，21世紀における日本の最重要課  

題である．また，生産者主導型経済が，安定株主，相  

互持ち株制度等，企業の現在価値を株価に正確に反映  

しない土壌を生み出し，直接金融の立場から見れば不  

透明な社会システムとなっていることも事実である．   

21世紀における日本の課題を考えるに際し，直接  

金融あるいは間接金融に依拠する社会システムの違い  

を認識することは重要である．見てきたように，直接  

金融を中軸とするアメリカ社会がすべての面で優越し  

ているということはない．一つの例として，「日本企  

業は情報開示が遅れている」という定説について考え  

てみよう．直接金融の世界では，投資家が企業の将来  

性をも含めた現在価値によって投資判断を下すわけで  

あるから，現在価値を推定する情報公開がなされなけ  

れば，システムとして機能しない．また，投資家の判  

断に便宜を図る格付けサービス産業が確立されること  

にもなる．一方，間接金融においては銀行融資が主流  

を占めるから，情報開示の対象は銀行となる．融資を  

受けた企業の経営が悪化すれば，メインバンクから調  

査が入り，そこで情報は開示される．企業資金が調達  

され経済が発展するなどということは，情報開示なし  

にはあり得ない．日本企業は，間接金融に固有の形で  

情報開示を行ってきたのであり，その開示が直接金融  

の世界から見れば開示にも何にもなっていないという  

事実は，また，別の話である．日本が直接金融を経る  
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出た際の価値はどのくらいか，ということが評価の主  

軸になる．一般的に能力の高い若手は容易に転職可能  

であり，そうした人材を引き留めるために昇給も早い．  

一方，壮年ともなれば生活基盤が地域に密着した形で  

確立され，転職に伴う面倒も大きくなるから，黙って  

いれば過去の貢献が大きくても昇給は止まる．ノーベ  

ル賞クラスの実績を残せば別であるが，50歳代，60  

歳代の人々にとってはきついシステムである．   

第三の重要な点は，「人は企業のためにではなく，  

自らの市場価値を高めるために働く」という事実が当  

然の前提となっていることである．企業の側から見る  

と，この前提が，前述した「プロの分業体制とその統  

合化による組織管理」を必然なものとしている．個人  

の側から見ると，知恵や工夫は共有されることなく，  

個人的資産として市場を通して組織から組織へ移動す  

ることになる．アメリカにおいてチームワークが十全  

に機能するのは，成果の取り分がメンバで分けても十  

分に大きい場合に限られる．前述したように，組織的  

学習能力が制度的に定着しない所以である．   

本節を終える前に，人事管理・人材育成に関して  

1980年代を通してアメリカ企業が日本企業より学ん  

だ点に付いて触れておく．それは，企業価値の導入に  

よる評価の2次元化である．かつては，実績・能力が  

高い者の評価を低くすることは難しい環境にあった．  

1990年代以降，独自の企業価値を明示的に導入し，  

たとえ実績・能力が高い者であっても，企業価値を共  

有できない者は去るべきであるという経営姿勢が明瞭  

になった．これは，有能な人材，特に優秀な技術陣の  

定着率を高め，「企業文化」を醸成することで結束力  

を強めることの重要性が認識されたためであろう．こ  

れに呼応して，かつてはビジネス・スクールに全面的  

に依拠してきた管理者層め人材育成も，自前の内部教  

育プログラムを実施するようになってきている．  

3．日本社会システムの本質と評価制度  

日本は，間接金融を中軸に据え，興銀，開発銀行，  

長銀等を中心に，稀少資源を社会戦略的に傾斜配分す  

ることで，敗戦の灰燵の中から再生を図った．戦後か  

ら高度成長期へ，さらに二次にわたるオイル・ショッ  

ク期を経て，この伝続は一般金融機関を含む形で受け  

継がれ，日本の企業経営者は，資本調達の面で銀行融  

資を中心により多様な方途に恵まれた．この多様性は，  

1950年代後半からの労使協調路線の基礎を提供し，  

株主のみでなく社員や関連企業，ひいては社会を含む  
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れてしまうことにも問題は残る．   

こうした評価制度は，経済が右肩上がりで35年か  

ら40年後にも企業が確実に存続しているという前提  

に立てば，有効な面も多々ある．しかし，国際競争と  

IT革命の荒波の中で不確定要素はますます大きくな  

り，企業にとっても個人にとっても企業の存続を前提  

にすることが難しくなってきている．また，若者の価  

値観が多様化している側面も見逃せない．そして何よ  

り，国際競争を通して「不変資本を可変資本化する経  

営」という圧力は日本企業にも着実に浸透してきてお  

り，アウトソーシングの拡大や不経済的資産の売却と  

いった傾向と相まって，年功序列型終身雇用体系は崩  

壊の道を辿っていると考えられる．  

4．新たな人材育成。人事管理制度の創出  

を目指して  

以上の議論を前提に考えると，実績・能力評価制度  

の導入は単なる組織内部の問題に留まらず，人材サー  

ビス産業の成熟化と転職に対する肯定的な社会規範の  

醸成といった社会システムとの補完関係を確立する方  

向で考えなければならないことが分かる．以下に，21  

世紀の人材育成・人事評価に関して筆者が巡らせてき  

た思いを簡単にスケッチしてみよう．鍵は0－1で考え  

るのではなく，パラメトリックな方策を案出すること  

にある．   

4．1変動稼動日型人事制度  

「不変資本の可変資本化」という足棚から逃れるこ  

とは難しく，従来のように社員全員に終身雇用を保証  

することが不可能であるとしても，アメリカ型の人事  

管理がその解であるとは限らない．例えば，変動稼動  

日型人事制度の導入を考えることができる．これは，  

社員を週に乃日間働くグループG（搾）（搾＝2，3，4，5）  

に分割し，給与を現行の40％から100％へと比例させ  

る．G（2）とG（3）については，兼業禁止規定を外す．  

退職金その他の厚生関係に付いては，100％保障すべ  

きものと比例的に保障するものとを区別するが，あく  

までも正社員としての身分は保証する．業績の推移に  

応じてグループ間の移動を行うことによって，人件費  

の削減・労働力の強化を最小の痛みで実現できる．も  

ちろん，次に述べるJobMapやSkillMapによって，  

各グループに任せてよい仕事とそうでない仕事を峻別  

し，管理体制を整えることが必要となる．   

4・2Job MapとSkiIIMap   

すでに実現している企業もあるが，主要なポジショ  

オペレーションズ・リサーチ  

雇用年数  

図2 年功序列型終身雇用体系の経済的基礎   

資金の流量を増やすべきであるということに異論はな  

いが，間接金融を経る流量との最適バランスを考える  

べきであー），アメリカ的システムへ変身すること一辺  

倒の施策が誤りであることは言を待たない．   

同じような視線で，労使協調路線に基礎を置く年功  

序列型終身雇用体系について考えてみよう．この体系  

が，企業にとっても個人にとっても経済的正当性を全  

く持たないとすれば，日本経済の戦後の繁栄はあり得  

なかったはずであり，どのような条件下であれば経済  

的正当性を見出せるのかと問うことから始めよう．こ  

の評価システムは，積分的なものである．図2におい  

て，賃金カーブの下側の面積が生涯賃金を表し，創出  

価値の下側の面積が生涯貢献価値となる．明らかに，  

後者のほうが前者よりも大きい．若手の間に給与以上  

の価値を創出し，定年間近になると給与分の貢献をす  

ることは難しくなるが，総体として企業側にプラスと  

なるような仕組みとなっている．   

こうした評価制度の特徴を挙げると，まず，安定し  

た身分保障を前提に，組織目的を前面に出した知恵の  

則り方が可能となることがある．前述した組織的学習  

能力を蓄積するための基盤が，自然に形成される．ま  

た，長年にわたって企業文化を共有することによって  

初めて醸成される知恵というものは確かにある．さら  

に，企業活動の目的が，できるだけ多くの人々に生き  

る喜びを与える場を提供すると同時に，企業活動の成  

果そのものを通して社会貢献をなすという点にあると  

すれば，そうした企業理念を実現するにふさわしい評  

価制度であるとも言えよう．一方，問題点としては，  

人事管理が属人的になり，固有名詞を省いた人材理念  

を忘れてしまうことが挙げられる．中・長期計画を支  

える人材を理念的な層として描くことはほとんど行わ  

れず，このプロジェクトのリーダはⅩ君だ，といっ  

た形でいきな－）固有名詞を伴って人事管理が行われる．  

また，よく言われるように，個人の貢献がほとんど隠  
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1，2度の評価を金銭的な報酬に結び付けることで実  

現可能である．しかし，組織的学習能力の滴養に対す  

る貢献は，そのときその場ですくい上げていかないと  

上司も当事者も忘れてしまうことが多い．そこで，社  

内通貨制度を導入し，この社内通貨によって組織的学  

習能力の滴養に対する貢献を，そのつど認めていく．  

もちろん，年間を通して獲得した社内通貨を金銭的報  

酬に変換することは可能であるが，それよりもむしろ，  

有給休暇，社長との会食等，金銭を離れて報酬の形態  

を多様化するほうが好ましいかもしれない．   

かつて㈱富士通AMD（現在はSPANSIONに社名  

変更）の元社長柳田公雄氏の知遇を得る機会に恵まれ  

た．会津若松市に生産工場を持ち，フラッシュ・メモ  

リの分野で世界のトノブ企業の一つであるが，彼の経  

営理念を問うと，筆者の記憶が正しければ「明るく元  

気で楽しい職場の実現」という返答を得た．社員は，  

明るく元気に仕事に向かって欲しい，そしてその仕事  

を楽しいものにするのが経営者の勤めである，とも説  

明された．最初は小学校の週間目標みたいだなぁと思  

ったが，よくよく考えてみると，企業経営の最終目標  

を射抜いた深い言葉であることに気付かされる．「明  

るく元気で楽しい職場」を実現するためには，企業は  

存続しなければならず，厳しい国際競争に打ち勝つ経  

営を実践することが不可欠である．同時に，日常業務  

を通して自分の仕事が企業目標にどう結び付くのかを  

実感できる透明性と公平な評価制度抜きに，仕事が楽  

しくなるわけもない．   

間接金融に支えられた社会システムの中で，「でき  

るだけ多くの人々に生きる喜びを与える場を提供する  

と同時に，企業活動の成果そのものを通して社会貢献  

をなす」という企業理念を多くの日本企業が様々な形  

で共有してきた．こうした理念が，株主主導の直接金  

融型企業理念に，無条件で取って代わられるようなこ  

とがあってはならない．資本主義は市場を必要とし，  

市場は中産階級によって構成される．企業活動がマク  

ロ的な経済システムの一翼を担うとすれば，優勝劣敗  

の市場主義を超えて，企業は中産階級の育成にどう貢  

献するのかという点がよりi莱く問われる時代が必ずく  

ると思われる．その時には，日本企業の多くが大切に  

してきた企業理念が，必ずや再評価されるに違いない．  

人材育成・人事評価の基本理念は，国際競争に打ち勝  

つ企業競争力を生み出すことはもちろん，そうした再  

評価に耐え得るものとして進化を遂げなくてはならな  

いであろう．  

（41）655   

ンに関して，固有名詞抜きで，権限・責任・情報管理  

を明示するJob Mapと，その仕事の遂行に必要な  

SkillMapを作成する．中・長期計画を実現するため  

に必要となる人材構想を固有名詞抜きで明らかにし，  

それをJobMapとSki11Mapに連動させる．   

4．3JobMap・Sk川Mapの人材ソースヘの連結  

JobMap・SkillMapを人材ソースへ連結させるこ  

とによって，多様なキャリア・パスを創出する．ある  

仕事はG（2）とG（3）に任せてもよい，この仕事は，中  

途採用によって人材を充てるが，この仕事はG（5）の  

生え抜きが行う，といった具合である．また，社内公  

募も一様に展開する必要はなく，限られたポジション  

に対する限られた対象に対して行うようにする．この  

連結マップが，各ポジションにおける管理原則の在り  

様を規定する．評価制度も社内的に一様である必要は  

なく，キャリア・パスを類型化して多様化することが  

望ましい．   

4．4 明示的な実績・能力評価制度の部分的導入   

実績・能力評価制度の導入が企業文化の土台を破壊  

してしまうことを日本企業はよく知っており，運用面  

で暖味な要素を並存させることが多いように見受けら  

れる．結果として，実績・能力評価制度への移行がど  

のような変化をもたらすかを正確に把握できていない  

と思われる．元来，こうした制度は紙の上で考えて創  

っても良いものは生まれない．評価する側と評価され  

る側が評価制度の基本思想に関して共通理解を育み，  

相互コミュニケーションを通して連続的に改善してい  

く他に道はない．この間題を克服するためには，従来  

の90％の年収を保障した上で，残りの10％を社長室  

預かF）として集中化し，大胆な思想に基づく実績・能  

力評価制度を，評価する側・される側の双方に対して  

極めて明示的に行う資源とする．10％の痛みは多くの  

社員にとって許容範囲であり，様々な不平を吸収して  

改善を重ね，大方の満足が得られた段階で10％から  

割合を増やしていくような方法を採ることが得策であ  

る．   

4．5 社内通貨制度の導入   

実績・能力評価制度の導入によって，組織的学習能  

力を支える基盤が弱体化することは避けられない．競  

争による効率性の向上と組織的学習能力は必ずや背反  

する側面を持ち，両者をともに企業文化に取㌢）込むた  

めには，前述したアメリカの例とは異なる意味で，評  

価の2次元化を図る必要がある．実績・能力評価で採  

用される尺度は記録に残る形を取ることが多く，年に  
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